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313億
915万円

932億
7,023万円

885億
6,335万円

834億
3,738万円

783億
5,314万円

733億
1,713万円

686億
9,555万円

634億
1,013万円

348億
1,728万円

377億
7,344万円

423億
964万円

457億
8,894万円

467億
2,159万円

471億
3,589万円
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基
金
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債
残
高借 金

貯 金

市税

141億
3,069万円

140億
2,644万円

140億
1,739万円

137億
8,382万円

136億
3,788万円

132億
9,856万円

133億
996万円

平成２７年度予算案のあらまし

新
年
度
予
算
案
の
ポ
イ
ン
ト

　

第
八
次
総
合
計
画
の
初
年
度
と
な
る
平

成
27
年
度
予
算
案
は
、市
民
と
行
政
が
協

働
し
て
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
み
、新
た
な

ま
ち
の
魅
力
と
個
性
を
創
造
し
つ
つ
、将
来

に
つ
な
げ
て
い
く
自
立
し
た
ま
ち
を
目
指

す
た
め
、「
経
済・環
境・文
化
」を
重
点
施

策
に
位
置
づ
け
、各
種
施
策
に
メ
リ
ハ
リ
を

つ
け
て
編
成
し
て
い
ま
す
。

　

経
済
対
策
で
は「
ブ
ラ
ン
ド・海
外
戦
略

部
」を
立
ち
上
げ
、本
市
の
魅
力
と
地
域

資
源
を
最
大
限
に
活
用
す
る
た
め
の
飛
驒

高
山
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
の
策
定
や
東
京
事
務

所
の
開
設
に
よ
る
国
内
外
に
向
け
た
情
報

発
信
と
販
路
開
拓
、環
境
対
策
で
は
産
学

金
官
連
携
に
よ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活

用
し
た「
飛
驒
高
山
モ
デ
ル
」の
構
築
や
市

民
発
電
所
の
整
備
、文
化
振
興
で
は
飛
驒

高
山
文
化
芸
術
祭
プ
レ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

や
伝
統
文
化
交
流
拠
点
施
設
の
整
備
な
ど

を
す
す
め
ま
す
。

　

ま
た
、市
民
が
主
役
と
い
う
理
念
の
も

と
、地
域
の
課
題
を
自
ら
解
決
し
、地
域
を

活
性
化
さ
せ
る
活
動
に
取
り
組
む
た
め
の

「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
金
」を
創
設

し
た
ほ
か
、一
般
不
妊
治
療
の
実
質
無
料

化
な
ど
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い
環
境

づ
く
り
、福
祉
サ
ー
ビ
ス
総
合
相
談
支
援
セ

ン
タ
ー
の
開
設
に
よ
る
支
援
体
制
の
強
化
、

昨
年
の
豪
雨
災
害
や
雪
害
の
早
期
復
旧
、

地
方
創
生
事
業
な
ど
、平
成
26
年
度
か
ら

の
繰
越
事
業
と
合
わ
せ
て
、よ
り
一
層
の
市

民
福
祉
の
向
上
と
地
域
の
活
性
化
を
図
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

高
山
市
の
発
展
を

　
　
　
引
き
継
ぐ
た
め
に

　

人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
社
会
の
到
来

に
よ
り
、行
政
課
題
は
ま
す
ま
す
増
え
る

と
と
も
に
、合
併
特
例
期
間
の
終
了
に
よ
り

地
方
交
付
税
が
削
減
さ
れ
る
な
ど
、一
段

と
財
源
確
保
が
厳
し
く
な
っ
て
き
ま
す
。

　

先
人
か
ら
受
け
継
が
れ
る
大
切
な
自
然

や
伝
統
を
守
り
、住
む
人
に
も
訪
れ
る
人

に
も
夢
と
笑
顔
と
活
力
が
あ
ふ
れ
る
ま
ち

に
す
る
た
め
に
、市
で
は
今
後
と
も
市
民
の

皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
得
な
が
ら
、

行
財
政
改
革
を
積
極
的
に
推
進
し
て
い
き

ま
す
。

歳入・歳出　地方公共団体のその会計年度の一切の収入
を歳入、支出を歳出と呼んでいます。
自主財源　地方公共団体が自らの手で徴収、収納できる財
源。地方税、使用料、寄附金などがあります。
依存財源　収入にあたって国や都道府県の関与を受ける
財源。地方交付税、国庫支出金、県支出金などがありま
す。
地方交付税　市町村間の財政力の不均衡をなくし、一定の
住民サービスができるよう市町村の財政力に応じて国から
交付されるお金。普通交付税と特別交付税があります。
市債　市がする借金のこと。世代間の負担の公平性を保つ
ために道路や建物など長期にわたって市民が恩恵を受け
るものを整備するときに活用します。
公債費　事業を行うための借金（市債）の元金・利子を支払
う経費です。

用語の解説

　市の会計には、税金や国・県からの交付金・補助金、市債な
どを財源として、全般的な行政の経費を扱う「一般会計」と、
特定の事業を進めるため、使用料など特定の収入を充てて
独立した経理を行う「特別会計」「企業会計」があります。
　これらの収入と支出を取りまとめた冊子が予算書と呼ば
れるもので、市長が予算案を作成し、市議会がそれをチェッ
ク・審議して決定します。

特別会計・企業会計別の予算額
◉特別会計

◉企業会計

◉市財政の推移

区　分 27年度予算案 26年度予算（当初）伸率（％）
国民健康保険事業（事業勘定） 120億7,000万円 106億5,700万円 13.3
国民健康保険事業（直診勘定） 4億7,550万円 5億3,950万円 △11.9
下水道事業 31億4,700万円 37億1,200万円 △15.2
地方卸売市場事業 3,100万円 3,270万円 △5.2
学校給食費 3億9,940万円 4億500万円 △1.4
農業集落排水事業 6億4,000万円 6億2,470万円 2.4
介護保険事業 92億700万円 90億円 2.3
観光施設事業 1億円 1億690万円 △6.5
後期高齢者医療事業 10億7,900万円 10億4,340万円 3.4
簡易水道事業 ― 5億9,360万円 皆減
介護保険事業（介護サービス事業勘定） ― 3,580万円 皆減

合　計 271億4,890万円 267億5,060万円 1.5

区　分 27年度予算案 26年度予算（当初）伸率（％）
水道事業 30億290万円 21億250万円 42.8

歳出合計
460億円

土木費
78億3,112万円
17.0%

予備費
5,000万円
0.1% 議会費

3億4,450万円
0.7%

総務費
57億1,557万円
12.4%

民生費
127億4,204万円
27.7%

衛生費
26億5,964万円
5.8%農林水産業費

23億5,170万円
5.1%

商工費
33億1,131万円
7.2%

消防費
15億9,631万円
3.5%

教育費
35億6,611万円
7.8%

災害復旧費
7,950万円
0.2%

公債費
57億5,220万円
12.5%

※21～25年度は決算ベース、26年度は3月補正後の予算ベース、
　27年度は当初予算ベース

※万円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計が合わない場合があります。

歳 出


